
実施計画（第９次行財政改革大綱）

第１　町民サービスの向上　

7 8 9 10 11

実
施

→ → → →
・町民からの信頼
・各種手続の迅速化，負
担軽減

実
施

→ → → →
・各種手続の迅速化，負
担軽減
・利便性の向上

検
討

検
討

一
部
実
施

実
施

→
・専門職員を配置し，ス
ピーディに情報発信を行う

実施項目

電子申請等の推進

・マイナンバーカードの活用促進
・インターネットを利用した各種申
請や届出，電子システムの利用な
ど手続方法の充実
・インターネットを利用した公共施
設の予約等，利用しやすいシステ
ムの整備

分かりやすい窓口対
応

デジタル技術活用・Ｄ
Ｘ推進による情報発信

効果具体的内容

・町民の立場に立った親切・丁寧
な対応の実践
・申請様式等の見直し

実施目標年度

・デジタル・ＤＸ推進に特化した部
署の創設
・導入→運用・サポート→改善・定
着のサイクルを回せる人員(外部
人材を含む)体制を整える。
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第２　行政運営の効率化

7 8 9 10 11

実
施

→ → → →
・活用可能スペースの増
加

検
討

検
討
・
一
部
実
施

→
実
施

→
・検索閲覧が容易になる。
・情報開示請求等の迅速
な対応が可能になる。

検
討

一
部
実
施

実
施

→ →

・必要な情報の取得
・事務作業の効率化
・リアルタイムでの災害状
況把握等につながる

調
査
・
検
討

実
施

→ → →
・正確な事務処理による
事務の効率化
・適正な事務の習得

調
査
・
検
討

調
査
・
検
討

実
施

→ →
・迅速な問題解決
・庁内の協力体制構築
・事務の効率化

検
討

→

一
部
実
施

→
実
施

・町民サービスの向上
・職員の資質向上
・定期的な人事異動により
所有資格等の有効活用が
図られる

一
部
実
施

実
施

→ → →

・労働時間の平準化
・超過勤務時間の縮減
・職員の健康管理

実
施

→ → → →

・メンタルヘルス不調の予
防
・働きやすい職場環境の
実現

実
施

→ → → →
・維持管理費の削減
・稼働率の向上
・脱炭素の取り組み促進

実施目標年度
効果

業務マニュアルの作
成

・業務マニュアルの作成・見直し
・業務量調査に基づく外部委託の
検討

実施項目 具体的内容

勤務体制の見直し

・柔軟な業務応援体制の構築
・ノー残業デーの拡大及び強制退
庁時間の設定
・時差出勤制度等の活用
・超過勤務手当の全額支給

ＩＣＴの有効活用

・ホームページ内容の充実
・事務作業に効率的なＩＣＴの導入
・AI・RPAを導入
・町民通報アプリシステムの導入
・未使用システムの洗い出し・整理

ペーパーレスの推進
・タブレット端末の有効活用
・プリンター等の削減

文書のアーカイブ化
（PDF等電子データに
よる保存）

・各資料（B6-A0)をスキャンし，電
子署名等により公文としての効力
を付与し，原則電子データによる
文書保存を行う。電子データ化す
ることで，検索，閲覧等利活用の
利便性を向上させる。
・書庫の整理，業務効率化，省ス
ペース化。
・劣化に伴う書類の破損防止，長
期間保存。

公用車の適正配置・
管理

・EV車の積極的な導入
・公用車の稼働率に基づく台数整
理

職場環境の整備

・メンタルヘルス不調の予防及び
ケア体制の強化
・ハラスメント対策の強化
・職員と会計年度任用職員の共通
した特別休暇制度の充実（拡充）
・在宅勤務制度を活用した環境整
備

庁舎内連携強化

・所属間を横断する事務につい
て，柔軟な連携体制の整備
・単独課で解決できない内容を共
有し，必要な情報を共有する

人材の確保・育成

・様々な分野からの職員採用
・多様な研修会や自己研鑽による
スキルアップ
・人事評価制度の積極的活用
・大型車両免許等の資格所持者
への特別勤務手当支給
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第３　財政基盤の強化

7 8 9 10 11

実
施

→ → → →
・財政の健全化
・自主財源の確保

実
施

→ → → → ・光熱水費削減

実
施

→ → → → 財産運用コストの削減

検
討
・
調
査

検
討
・
調
査

→
実
施

→ 効率的な公共施設運営

公有財産の適正管理
と有効活用

・公共施設の計画的な管理，運用
・未利用財産の有効活用

公共施設の統廃合，
用途変更の検討

・地域の要望，施設利用率，コスト
を踏まえた効率的な利活用の検
討

実施目標年度
効果

財政の健全化及び自
主財源の確保

・中長期的な財政計画に基づく財
政指標の改善
・ふるさと納税の推進
・庁内連携による収納対策強化
・負担金，補助金の適正化
・管理コストの分析による使用料，
手数料の見直し
・町税，保険料，使用料等の徴収
率向上

経費削減
・備品の適正管理
・光熱水費，燃料費等の節減

実施項目 具体的内容
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